
令和６年度の補助事業の評価手法 

 

令和６年度に実施する補助事業の評価手法は以下のとおりとする。 

１ 採択時評価 

①施設整備事業 

ア 費用対効果分析により採択する施設整備事業 

費用対効果分析手法の開発又は見直しが必要な新たな施設整備事業はないこ

とから、引き続き現行の費用対効果分析手法を適用する。ただし、衛生・防疫

対策及び器具・機材の整備等、費用対効果分析手法により難いものについては、

従前どおりコスト分析手法を適用する。 

イ コスト分析により採択する施設整備事業 

コスト分析手法として新たに追加すべき項目（費目）はないことから、現行

のコスト分析手法を適用する。 

②施設整備事業以外の事業 

コスト分析手法として新たに追加又は見直すべき項目（費目）はないことから、

現行のコスト分析手法を適用する。 

また、目標設定・評価の対象とした事業メニュー（研修等の知識・技術の習得、

普及・啓発）については、達成すべき成果に係る具体的数値目標を設定する。 

 

２ 達成状況の評価 

①施設整備事業 

費用対効果分析手法を適用して採択した施設整備事業については、施設整備の完

了後３年を経過した年の翌年度に事後評価を行うこととしているが、令和６年度に

おいては、事後評価対象の事業はない（令和２年度に費用対効果分析手法により採

択した事業はない）。 

 

②施設整備事業以外の事業 

目標設定・評価の対象とした事業メニュー（研修等の知識・技術の習得、普及・

啓発）については、その実績を確認した上で評価を行う。 

ただし、研修等の知識・技術の習得のための事業及び普及・啓発のための事業の

うち、全国規模で開催するものについては、達成すべき成果に係る具体的数値目標

を設定し、評価する。 
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